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安曇野 小麦の播種

関東農政局では、国営土地改良事業地区において、生産技術の向上と農業経営改善のた
めの創意工夫を意欲的に行うことによって、他の規範となり、事業推進に貢献した者及び営
農推進に著しい功績のあった者等を表彰しています。平成26年度は、4者が関東農政局長賞
を受賞され、平成26年12月12日（金）さいたま新都心合同庁舎2号館5階において表彰式を
開催し、末松関東農政局長から表彰状が贈呈されました。
表彰式の後、受賞関係者と農政局幹部による意見交換会を開催し、受賞者の取り組み等に

ついて、様々な意見交換が行われました。

氏名 国営事業地区名
（住所） 功績

岡本 芳明 鬼怒中央地区
(栃木県宇都宮市)

新規作物の導入と地域
づくりのリーダーとし
て活躍

町田 正行 渡良瀬川中央地区
(群馬県太田市)

露地野菜の導入と機械
化による大規模野菜経
営の確立

農事組合法人
米工房富浦

大利根用水地区
(千葉県旭市)

地域の水稲生産を一手
に担い、地域農業の活
性化に貢献

関口 嘉一 北総中央地区
(千葉県八街市)

畑地かんがい営農を確
立し、国営事業の推進
に貢献 岡本氏 町田氏 米工房

加瀬代表
関口氏
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賞 平成26年度関東農政局
国営土地改良事業地区営農推進功労者表彰

※敬称略



畑地かんがいを契機とした新規作物の導入と地域づくりのリーダーとして活躍

「鬼怒中央地区」は、畑地には用水源が全くなかったため低生産性を余儀なくされ経営も不安定でしたが、
国営かんがい排水事業（昭和53～平成7年度）や県営事業によって畑地かんがい施設が整備され、用水が安
定供給されるようになったことにより園芸作物の産地に生まれ変わりました。

経営面積：施設1.05ha
主要作物：トマト、中玉トマト、りんどう
労 働 力：自家3人、常時雇用3人

【栃木県宇都宮市】

岡本 芳明 氏
国営かんがい排水事業

「鬼怒中央地区」

関係市町村：宇都宮市、真岡市、
上三川町、芳賀町

受益面積：3,008ha
工 期：昭和53～平成7年度
概 要：水田や畑に用水を安

定的に供給するため、
頭首工、揚水機場、幹
線水路等を整備しまし
た。

地 域 の 多 様 な 担 い 手 の 育 成

市 場 開 拓 に よ る 経 営 の 安 定 化
地 域 づ く り の リ ー ダ ー と し て 活 躍

畑地帯総合整備事業を契機に平成5年度に設立された
“清原南部明るいむらづくり推進会議”は、地域に開か
れた農村を目指し、生産性の高い畑作農業の展開、高付
加価値農業の確立等に向けた様々な取り組みを行ってい
ます。
岡本氏は、設立当初から同会議の会長として、農業経

営者だけでなく家族も含めて、消費者との交流等の活動
に参加する仕組みを設け、栃木県内における地域づくり
のモデルとなっています。

また、平成20年度からは「チーム清南夢畑」の会長と
して、地域全体で畑土壌の流出防止のための芝張りや耕
作放棄地解消のための草刈りなど地域ぐるみで農地保全
活動に取り組んでいます。

畑かんによる新規作物の導入と経営の安定

国営かんがい排水事業による用水の安定供給を契機と
して、宇都宮市の清原南部地区（受益面積：197ha）では
畑地帯総合土地改良事業（平成4～19年度）が行われ、畑
かん施設が整備されました。
岡本氏は、当初スイートコーンを中心に露地野菜を栽

培していましたが、平成11年に畑かん用水導入と区画整
理が行われたことから、トマトの施設栽培に取り組み、

さらに県内でいち早く中
玉トマト（華クイン）を
導入し、その栽培技術を
確立しました。
岡本氏のトマトは手頃

な大きさと味で消費者に
喜ばれ、引き合いが多く、
高い値段で取引されてい
ます。

岡本氏は、地域の要望が多かった直売所を開設する
ため、設置場所の確保や参加者の確保に奔走しました。

これにより、平成5年に「ふれあいこもりや直売所」、
平成6年に「ふれあいひむろ直売所」を開設できました。

2つの直売所の年間売上高はあわせて約6千万円とな
り、農家は現金収入を得るだけでなく消費者の生の声
を聞いて生産や出荷計画に反映させ、農作物の品質の

確保及び安定供給を図る
ことができるようになり
ました。
また、系統出荷に加え、

直売所での販売や大手
スーパーとの契約により
新たな市場開拓を積極的
に行うことによって、経
営の安定化が図られまし
た。 農産物直売所

岡本氏は、地区内に若手農家を主体としたトマトなど
の営農専門部を立ち上げ、積極的に後継者の育成に努め
ました。その結果、地区のトマトは県内でもトップクラ
スの生産量を誇るまでになりました。

また、地区の直売所開設により、女性・高齢者も農業
生産及び販売に携わる機会が増えました。

さらに、高齢化による
担い手不足を補うため、
地区内の意見をとりまと
め、地区外からの企業参
入（3社18ha）を支援した
ことによって、地区に70
名以上の臨時雇用を創出
し、県内でも有数の企業
参入の優良事例となりま
した。 企業の生産活動

清南大地食の祭典 畑法面の芝張り作業

中玉トマト（華クイン）の栽培

２

露地野菜の導入と機械化による大規模野菜経営の確立

地 域 の 農 地 保 全 や 学 校 給 食 に 貢 献

本地区でも高齢化や離農が進んでおり、離農により空
いたビニールハウスや優良農地の遊休化が課題でありま
した。

町田氏は、生産規模の拡大を図るに当たり、これらの
農地を積極的に借り受け、地域の農地保全に貢献してい
ます。

また、旧薮塚本町地区では平成21年度から小・中学校
の給食に地元農産物を積極的に活用する取り組みを進め
ており、市（栄養士）、農家、ＪＡの三者で月1回開催
される食材発注会議に農家代表として参加し、学校給食
に地元農産物を活用しやすい環境を整備するとともに、
自らもほうれんそう、こまつなを提供しています。

露 地 野 菜 （ え だ ま め ） の 新 規 導 入

渡良瀬川中央地区は、栃木県と群馬県にまたがる利根
川とその支流である渡良瀬川に挟まれた農地面積
9,400haの稲作を中心とした農業地帯であります。

町田氏は、小玉すいかとほうれんそうの雨よけ栽培で
規模拡大を図ろうとしましたが、高温障害により夏場の
ほうれんそう栽培が難しかったことから、国営事業を契
機として新たに露地野菜であるえだまめを導入するとと
もに、施設野菜では、ほうれんそうからこまつなに切り
替えることにより、経営の安定を図れるようになりまし
た。

機 械 化 に よ る 省 力 化 と 規 模 拡 大

えだまめは、収穫から出荷調整までの作業が労働時間
の大半を占めるため、自動脱莢機と選別機を導入し、も
ぎ取りから選別、予冷までの機械化、省力化を積極的に
進めました。また、播種については直播栽培体系を、

防除については乗用防
除機を導入することに
よって、ほ場作業の省
力化を図りました。

その結果、えだまめ
の作付面積を当初3haか
ら9haまでに拡大するこ
とができ、施設野菜と
露地野菜を複合させた
大規模野菜経営が実現
しました。 えだまめの出荷調整作業

ビニールハウス
（こまつなの栽培）

かんがい施設の整った農地
（ほうれんそうの栽培）

法 人 化 に よ る 経 営 の 安 定 化

露地野菜の積極的導入と栽培作物の多様化により、経
営規模が大幅に拡大したことから、町田氏は、平成25年
7月に後継者である長男とともに「株式会社町田野菜
園」を設立しました。

この法人化によって、経営発展の可能性や対外信用力
を高め、経営の安定化を図ることができ、地域の経営モ
デルとなっています。

「渡良瀬川中央地区」は、急激な都市化や流域開発に伴う排水量の増加等により度々溢水・洪水被害が発生
し農業生産の阻害要因となっていましたが、国営総合農地防災事業（平成12～22年度）によって排水対策が
行われ、露地野菜が安定的に作付けできるようになりました。

大雨による湛水状況
（事業実施前）

整備された幹線排水路と遊水池

法人の設立 こまつなの出荷調整作業

国営総合農地防災事業
「渡良瀬川中央地区」

関係市町村：桐生市、太田市、館林市
足利市、栃木市、みどり市
板倉町、大泉町、邑楽町

受益面積：9,400ha
工 期：平成12～平成22年度
概 要：農地の溢水・湛水被害を防

ぐため、排水機場の改修、排
水路の拡幅や新設、遊水池の
設置を行いました。

経営面積：15.1ha
主要作物：ほうれんそう、こまつな、えだまめ、

ねぎ、あかしそ
労 働 力：自家3人、臨時雇用延べ3,750人

【群馬県太田市】

町田 正行 氏
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【群馬県太田市】

町田 正行 氏

３



地域の水稲生産を一手に担い、地域農業の活性化に貢献

事 業 を 契 機 に 法 人 を 設 立 飼料用米、ブロッコリーの導入と
ちばエコ農産物の認証

同法人は、平成20年度に従来の早生品種と晩生品種の
栽培に加え中生品種の飼料用米（平成26年度：17.5ha）
を取り入れ、品種ごとの作付地を集約するなどにより、
収穫時期の分散化、作業効率の改善によって水稲作業の
合理化を図りました。飼料用米は、旭市飼料用米利用者
協議会から斡旋を受けた市内畜産法人へ販売し、市場開
拓を図っています（H26年度約121ｔ） 。

また、国営事業及び県営事業で基盤整備された水田を
高度利用すべく、平成19年度から水田裏作として富浦地
区に秋冬どりブロッコリー栽培を導入しました。法人は
その中心的な存在として、平成25年度は地域全体4.8ha
のうち2.0haを栽培しています。
さらに、主食用米に付加価値を付け、市場拡大を図る

ため、平成20年度から「ちばエコ農産物」「ＪＡもっと
安心農産物」の認証を受け、その面積も1.7haから平成
25年度では約11倍の19haまでに拡大し、認証を受けた米
が出荷業者・ＪＡ等に販売されています。

農 地 ・ 農 業 用 水 の 保 全

ブロッコリーの収穫作業

法人所有の機械による収穫作業 水路の除草作業

農家の経営改善、地域農業の活性化に貢献

平成24年度に設立された
「富浦環境保全会」に法人
として参加し、地域全体で
継続的に水路の除草、農道
の維持補修など農地・農業
用水の保全活動に取り組ん
でいます。

「大利根用水地区」は、昭和26年度までに整備された施設の老朽化が進み、用水の安定供給を図るため、
国営かんがい排水事業（昭和45～平成4年度）を実施し、農地に用水が安定的に供給され、水稲を中心に、
スイートコーン、トマト、キャベツ等を組み合わせた農業経営が展開されています。

水稲については、農家個々で使用していた農機具
は全て売却処分し、新たに法人に大型作業機械を導
入するとともに団地化により機械の移動時間を短縮
することで、省力化と農機具の効率的使用により生
産コストの低減が図られました。また、法人による
機械作業の受託により余剰となった労働力を有効に

活用して、構成員農家や
地域の農家は、施設野菜
（促成きゅうり、抑制ト
マト）や養豚に集中的に
労力等をかけることがで
きるようになり、生産性
が向上し、所得の向上に
つながりました。

富浦地区は、国営かんがい排水事業によって用水が安
定供給されるようになったことを契機として、平成13年
度から経営体育成基盤整備事業（受益面積：214ha）が
実施され、区画整理と暗渠排水の整備が行われました。

本地区は従来、1戸当たりの経営規模が1ha未満と小さ
く将来の遊休農地の増加が危惧されており、ほ場整備の
着手に並行して同年に任意組合を立ち上げ、その後、平

成17年6月には認定農業者
11名からなる「農事組合
法人 米工房富浦」を設立
しました。
この法人が、富浦地区

の農家から49haの水田を
借り入れ、大型機械化体
系による効率的な水稲生
産を実現しました。

「ちばエコ農産物」 「ＪＡもっ
と安心農作物」の認証マーク

国営かんがい排水事業
「大利根用水地区」

関係市町村：旭市、匝瑳市、
横芝光町、東庄町

受益面積：9,200ha
工 期：昭和45～平成4年度
概 要：水田や畑に用水を安

定的に供給するため、
揚水機場、貯水池、幹
線水路等を整備しまし
た。

経営面積：49.2ha
主要作物：コシヒカリ、ヒメノモチ、飼料用米、

ブロッコリー
労 働 力：構成員11人、臨時雇用延べ70人

【千葉県旭市】

農 事 組 合 法 人

米工房富浦

米工房富浦の核となるライスセンター

４

このように氏の
取組が、国営事業地
区における畑地かん
がい営農の普及につ
ながることが期待さ
れます。

畑地かんがい営農を確立し、国営事業の推進に貢献

事業を契機とした合理的な水利用営農

北総中央地区は、千葉県北部の北総台地地区にあって、
千葉市ほか6市にまたがる畑作を主体とした県下有数の
農業地帯です。

関口氏は当初、落花生、小麦、大麦、菜種等を栽培し
ていましたが、構造改善事業によってかんがい施設が整
備されたことから露地野菜の栽培を開始しました。

さらに国営かんがい排水事業によって、不安定な水源
である地下水から北総中央用水に転換したことで、現在
では、だいこん、さといも、にんじん、じゃがいもなど
の露地野菜を計画的に作付けする周年作付体系を確立し、
1年を通じて収入を得ることができるようになりました。

機械化による省力化で経営規模を拡大

畑地かんがいによる露地野菜の周年作付体系を確立
する過程で、新たに播種機、トンネルマルチ打ち機、
自走式防除機、プランタマルチャー、モーアなどの機
械を導入し、就農前の経験を活かして機械に独自の改
良を加えるなどして、自家労働力２名で当初1haの経営
面積を5haまでに拡大することができました。

播種機 自走式防除機

畑 地 か ん が い 営 農 の 積 極 的 な Ｐ Ｒ

関口氏は、平成21年から地元土地改良区理事を務めて
おり、北総中央用水を活用した畑地かんがい営農の試験
（平成21年～継続中）に積極的に取り組んでいるほか、
地域のとりまとめ役として重要な役割を果たすなど、

国営事業や畑かん営
農の推進に貢献され
ておられます。

試験ほ場の見学会

品質向上と販路拡大による経営の安定化

その後、連作障害を回避するため、平成20年度から、
だいこん、にんじんに加え、緑肥作物（えん麦）を導
入した輪作体系を確立しました。畑地かんがいによっ
て作物の生育が均一になるとともに緑肥を導入したこ
とで、だいこん、にんじんについて品質が最も良い「A
級品」が約３割増加することに成功しました。

また、安定的な経営実現と加工・業務用野菜の需要
の高まりに対応するため、だいこんについては、系統
出荷だけでなく、業務需要に対応した契約販売を自ら
開拓し、販路の拡大を図りました。また、予冷庫を設
置し、適正な品質管理でだいこんの鮮度等を保ち、計
画的な出荷を行えるようになりました。

緑肥作物を導入したほ場にんじん発芽初期のかん水整備された調整水槽 さといものかん水

「北総中央地区」は、畑地では井戸水と天水に依存しており、天候に左右される農業を余儀なくされていまし
たが、国営かんがい排水事業（昭和63～平成28年度）によって用水が安定的に供給されるようになり、畑かん
営農が行われています。

国営かんがい排水事業
「北総中央地区」

関係市町村：千葉市、成田市、佐倉市
東金市、八街市、富里市
山武市

受益面積：3,267ha
工 期：昭和63～平成28年度
概 要：水田や畑に用水を安定的に

供給するため、揚水機場、調
整水槽、幹線水路等を整備し
ています。

経営面積：5.0ha
主要作物：だいこん、じゃがいも、さといも、

にんじん
労 働 力：自家2人、臨時雇用延べ60人

【千葉県八街市】

関口 嘉一 氏

５



地域の水稲生産を一手に担い、地域農業の活性化に貢献

事 業 を 契 機 に 法 人 を 設 立 飼料用米、ブロッコリーの導入と
ちばエコ農産物の認証

同法人は、平成20年度に従来の早生品種と晩生品種の
栽培に加え中生品種の飼料用米（平成26年度：17.5ha）
を取り入れ、品種ごとの作付地を集約するなどにより、
収穫時期の分散化、作業効率の改善によって水稲作業の
合理化を図りました。飼料用米は、旭市飼料用米利用者
協議会から斡旋を受けた市内畜産法人へ販売し、市場開
拓を図っています（H26年度約121ｔ） 。

また、国営事業及び県営事業で基盤整備された水田を
高度利用すべく、平成19年度から水田裏作として富浦地
区に秋冬どりブロッコリー栽培を導入しました。法人は
その中心的な存在として、平成25年度は地域全体4.8ha
のうち2.0haを栽培しています。
さらに、主食用米に付加価値を付け、市場拡大を図る

ため、平成20年度から「ちばエコ農産物」「ＪＡもっと
安心農産物」の認証を受け、その面積も1.7haから平成
25年度では約11倍の19haまでに拡大し、認証を受けた米
が出荷業者・ＪＡ等に販売されています。

農 地 ・ 農 業 用 水 の 保 全

ブロッコリーの収穫作業

法人所有の機械による収穫作業 水路の除草作業

農家の経営改善、地域農業の活性化に貢献

平成24年度に設立された
「富浦環境保全会」に法人
として参加し、地域全体で
継続的に水路の除草、農道
の維持補修など農地・農業
用水の保全活動に取り組ん
でいます。

「大利根用水地区」は、昭和26年度までに整備された施設の老朽化が進み、用水の安定供給を図るため、
国営かんがい排水事業（昭和45～平成4年度）を実施し、農地に用水が安定的に供給され、水稲を中心に、
スイートコーン、トマト、キャベツ等を組み合わせた農業経営が展開されています。

水稲については、農家個々で使用していた農機具
は全て売却処分し、新たに法人に大型作業機械を導
入するとともに団地化により機械の移動時間を短縮
することで、省力化と農機具の効率的使用により生
産コストの低減が図られました。また、法人による
機械作業の受託により余剰となった労働力を有効に

活用して、構成員農家や
地域の農家は、施設野菜
（促成きゅうり、抑制ト
マト）や養豚に集中的に
労力等をかけることがで
きるようになり、生産性
が向上し、所得の向上に
つながりました。

富浦地区は、国営かんがい排水事業によって用水が安
定供給されるようになったことを契機として、平成13年
度から経営体育成基盤整備事業（受益面積：214ha）が
実施され、区画整理と暗渠排水の整備が行われました。

本地区は従来、1戸当たりの経営規模が1ha未満と小さ
く将来の遊休農地の増加が危惧されており、ほ場整備の
着手に並行して同年に任意組合を立ち上げ、その後、平

成17年6月には認定農業者
11名からなる「農事組合
法人 米工房富浦」を設立
しました。

この法人が、富浦地区
の農家から49haの水田を
借り入れ、大型機械化体
系による効率的な水稲生
産を実現しました。

「ちばエコ農産物」 「ＪＡもっ
と安心農作物」の認証マーク

国営かんがい排水事業
「大利根用水地区」

関係市町村：旭市、匝瑳市、
横芝光町、東庄町

受益面積：9,200ha
工 期：昭和45～平成4年度
概 要：水田や畑に用水を安

定的に供給するため、
揚水機場、貯水池、幹
線水路等を整備しまし
た。

経営面積：49.2ha
主要作物：コシヒカリ、ヒメノモチ、飼料用米、

ブロッコリー
労 働 力：構成員11人、臨時雇用延べ70人

【千葉県旭市】

農 事 組 合 法 人

米工房富浦

米工房富浦の核となるライスセンター

４

このように氏の
取組が、国営事業地
区における畑地かん
がい営農の普及につ
ながることが期待さ
れます。

畑地かんがい営農を確立し、国営事業の推進に貢献

事業を契機とした合理的な水利用営農

北総中央地区は、千葉県北部の北総台地地区にあって、
千葉市ほか6市にまたがる畑作を主体とした県下有数の
農業地帯です。
関口氏は当初、落花生、小麦、大麦、菜種等を栽培し

ていましたが、構造改善事業によってかんがい施設が整
備されたことから露地野菜の栽培を開始しました。

さらに国営かんがい排水事業によって、不安定な水源
である地下水から北総中央用水に転換したことで、現在
では、だいこん、さといも、にんじん、じゃがいもなど
の露地野菜を計画的に作付けする周年作付体系を確立し、
1年を通じて収入を得ることができるようになりました。

機械化による省力化で経営規模を拡大

畑地かんがいによる露地野菜の周年作付体系を確立
する過程で、新たに播種機、トンネルマルチ打ち機、
自走式防除機、プランタマルチャー、モーアなどの機
械を導入し、就農前の経験を活かして機械に独自の改
良を加えるなどして、自家労働力２名で当初1haの経営
面積を5haまでに拡大することができました。

播種機 自走式防除機

畑 地 か ん が い 営 農 の 積 極 的 な Ｐ Ｒ

関口氏は、平成21年から地元土地改良区理事を務めて
おり、北総中央用水を活用した畑地かんがい営農の試験
（平成21年～継続中）に積極的に取り組んでいるほか、
地域のとりまとめ役として重要な役割を果たすなど、

国営事業や畑かん営
農の推進に貢献され
ておられます。

試験ほ場の見学会

品質向上と販路拡大による経営の安定化

その後、連作障害を回避するため、平成20年度から、
だいこん、にんじんに加え、緑肥作物（えん麦）を導
入した輪作体系を確立しました。畑地かんがいによっ
て作物の生育が均一になるとともに緑肥を導入したこ
とで、だいこん、にんじんについて品質が最も良い「A
級品」が約３割増加することに成功しました。

また、安定的な経営実現と加工・業務用野菜の需要
の高まりに対応するため、だいこんについては、系統
出荷だけでなく、業務需要に対応した契約販売を自ら
開拓し、販路の拡大を図りました。また、予冷庫を設
置し、適正な品質管理でだいこんの鮮度等を保ち、計
画的な出荷を行えるようになりました。

緑肥作物を導入したほ場にんじん発芽初期のかん水整備された調整水槽 さといものかん水

「北総中央地区」は、畑地では井戸水と天水に依存しており、天候に左右される農業を余儀なくされていまし
たが、国営かんがい排水事業（昭和63～平成28年度）によって用水が安定的に供給されるようになり、畑かん
営農が行われています。

国営かんがい排水事業
「北総中央地区」

関係市町村：千葉市、成田市、佐倉市
東金市、八街市、富里市
山武市

受益面積：3,267ha
工 期：昭和63～平成28年度
概 要：水田や畑に用水を安定的に

供給するため、揚水機場、調
整水槽、幹線水路等を整備し
ています。

経営面積：5.0ha
主要作物：だいこん、じゃがいも、さといも、

にんじん
労 働 力：自家2人、臨時雇用延べ60人

【千葉県八街市】

関口 嘉一 氏

５



助成額
（円/10a） 数量払いの単価（傾き）：約167円/kg

単収
（kg/10a）

380kg/10a

5.5万

8.0万

あなたの地域の平均単収
（例：530kg/10a）

10.5万

680kg/10a

●交付金額のイメージ

多収性専用品種の種子はどこで手に入るのかな。

多収性専用品種の種子については、都道府県が需要を把握して供給
しているほか、（一般社団法人）日本草地畜産種子協会が補完的に
供給していますので、まずは、○○県の農産担当課にご相談下さい。
なお、27年産向けには、全国で前年の2倍以上の量を確保してい

ます。 ※Ｐ8にお問い合わせ先一覧表があります。

主食用品種（コシヒカリなど）でも多収性専用品種でも実際の収量に応じた金額
（5.5万円～10.5万円/10a）が交付されます。

※多収性専用品種の栽培方法や混入防止対策などについては、最寄りの普及指導センター
の技術指導をご活用いただけます。

水田活用の直接支払交付金

◆ 耕畜連携助成（1.3万円/10a）
◆ 多収性専用品種の取組（1.2万円/10a）
◆ 二毛作助成（1.5万円/10a）

さらに、取組によって以下の加算もあります。

補足１ 多収性専用品種について

Ｑ

Ａ

27年産米において、消費量の減少がつづく主食用米から
国内需要の大きい飼料用米へと切り替えることは、

○ 主食用米の価格安定
○ 農業経営の安定 （収入額が前もって計算可能）

につながります！

地域により対応が異なる場合があります。

６

飼料用米の生産に取り組みたいが、売り先はどうやって確保したら良いのか。Ｑ

ＪＡ全農は、27年産の飼料用米について、６０万トンの生産目標を掲げ、県ごとに
生産拡大に取り組むとともに全農が直接、生産者から買い取り、自ら保管・流通・
販売する仕組みを創設します。

国・都道府県・地域農業再生協議会が連携し、
稲作農家と畜産農家等とのマッチング活動を進
めています。
また、近くに畜産農家や配合飼料工場のない地
域でも全国生産者団体等が地域の飼料用米を集
荷し配合飼料原料として広域的に供給する仕組
みを活用できます。

● 飼料用米の直接買取の仕組み
現 行

全国生産者団体
（全農）

生産者

販売委託

遠隔地の配合飼料工場

ＪＡ等

遠隔地への
輸送経費が高い

JA等の保管
場所の確保
が難しい

補足２ 飼料用米の売り先について

Ａ

参考1 全国生産者団体の取組について

（協同組合）日本飼料工業会は「飼料用米ダイヤル」を設置し、飼料用米を生産して
売りたい産地の生産者や集荷業者、JA、飼料用米を使用したい傘下の全国の飼料メーカー
（工場）との仲介を実施。
※（協同組合）日本飼料工業会「飼料用米ダイヤル」

TEL:03-3583-8031 E-mail:Esamai@jafma.or.jp

参考2 配合飼料関係団体の取組について

※ 全農による飼料用米の取組に関するお問い合わせは、最寄りのＪＡまたは経済連・全農県本部まで

全農による直接買取の仕組み導入後

ＪＡ等

全農自身が広域的な販
売先を確保し、保管、流
通も対応

直接
販売

遠隔地の配合飼料工場

全国生産者団体
（全農）

業務委託

生産者

生産者対応

地域により対応が異なる場合があります。

７



助成額
（円/10a） 数量払いの単価（傾き）：約167円/kg

単収
（kg/10a）

380kg/10a

5.5万

8.0万

あなたの地域の平均単収
（例：530kg/10a）

10.5万

680kg/10a

●交付金額のイメージ

多収性専用品種の種子はどこで手に入るのかな。

多収性専用品種の種子については、都道府県が需要を把握して供給
しているほか、（一般社団法人）日本草地畜産種子協会が補完的に
供給していますので、まずは、○○県の農産担当課にご相談下さい。
なお、27年産向けには、全国で前年の2倍以上の量を確保してい

ます。 ※Ｐ8にお問い合わせ先一覧表があります。

主食用品種（コシヒカリなど）でも多収性専用品種でも実際の収量に応じた金額
（5.5万円～10.5万円/10a）が交付されます。

※多収性専用品種の栽培方法や混入防止対策などについては、最寄りの普及指導センター
の技術指導をご活用いただけます。

水田活用の直接支払交付金

◆ 耕畜連携助成（1.3万円/10a）
◆ 多収性専用品種の取組（1.2万円/10a）
◆ 二毛作助成（1.5万円/10a）

さらに、取組によって以下の加算もあります。

補足１ 多収性専用品種について

Ｑ

Ａ

27年産米において、消費量の減少がつづく主食用米から
国内需要の大きい飼料用米へと切り替えることは、

○ 主食用米の価格安定
○ 農業経営の安定 （収入額が前もって計算可能）

につながります！

地域により対応が異なる場合があります。

６

飼料用米の生産に取り組みたいが、売り先はどうやって確保したら良いのか。Ｑ

ＪＡ全農は、27年産の飼料用米について、６０万トンの生産目標を掲げ、県ごとに
生産拡大に取り組むとともに全農が直接、生産者から買い取り、自ら保管・流通・
販売する仕組みを創設します。

国・都道府県・地域農業再生協議会が連携し、
稲作農家と畜産農家等とのマッチング活動を進
めています。
また、近くに畜産農家や配合飼料工場のない地
域でも全国生産者団体等が地域の飼料用米を集
荷し配合飼料原料として広域的に供給する仕組
みを活用できます。

● 飼料用米の直接買取の仕組み
現 行

全国生産者団体
（全農）

生産者

販売委託

遠隔地の配合飼料工場

ＪＡ等

遠隔地への
輸送経費が高い

JA等の保管
場所の確保
が難しい

補足２ 飼料用米の売り先について

Ａ

参考1 全国生産者団体の取組について

（協同組合）日本飼料工業会は「飼料用米ダイヤル」を設置し、飼料用米を生産して
売りたい産地の生産者や集荷業者、JA、飼料用米を使用したい傘下の全国の飼料メーカー
（工場）との仲介を実施。
※（協同組合）日本飼料工業会「飼料用米ダイヤル」

TEL:03-3583-8031 E-mail:Esamai@jafma.or.jp

参考2 配合飼料関係団体の取組について

※ 全農による飼料用米の取組に関するお問い合わせは、最寄りのＪＡまたは経済連・全農県本部まで

全農による直接買取の仕組み導入後

ＪＡ等

全農自身が広域的な販
売先を確保し、保管、流
通も対応

直接
販売

遠隔地の配合飼料工場

全国生産者団体
（全農）

業務委託

生産者

生産者対応

地域により対応が異なる場合があります。

７



編集後記

今回ご紹介した功労者表彰受賞者は経営努力
もさることながら、地元での担い手育成や研修
会講師、遊休農地を増やさない活動など地域貢
献に対しても積極的に取り組んでいます。今後
もさらなるご活躍を期待します。
米価が低迷する中、水田経営の選択肢として

飼料用米特集を掲載しました。栽培・流通コス
トをいかに減らせるかがポイントのようです。

編集発行

関東農政局国営土地改良事業地区
営農対策委員会事務局
農村計画部資源課

〒３３０－９７２２
埼玉県さいたま市中央区新都心２－１
さいたま新都心合同庁舎２号館
ＴＥＬ０４８－７４０－０５１６

（ダイヤルイン）

８

飼料用米に関するお問い合わせ先一覧
関東農政局・地域センター

茨城県 水戸地域センター 029-221-2186

土浦地域センター 029-843-6893

栃木県 宇都宮地域センター 028-633-3314

大田原地域センター 0287-23-5612

群馬県 前橋地域センター 027-221-1185

埼玉県 関東農政局生産部生産振興課 048-740-5257

千葉県 千葉地域センター 043-251-8307

東京都 東京地域センター 03-5144-5258

神奈川県 横浜地域センター 045-211-7176

山梨県 甲府地域センター 055-254-6016

長野県 長野地域センター 026-234-5575

静岡県 静岡地域センター 054-200-5500

多収性専用品種の種子に関するお問い合わせ先

茨城県 「夢あおば」「ホシアオバ」供給に関しては農協、集荷業者へ
その他は、管轄の農林事務所振興・環境室

栃木県 栃木県草地畜産種子協議会 028-664-3633

群馬県 最寄りのＪＡ等

埼玉県 最寄りの農林振興センター、ＪＡ等

千葉県 千葉県生産振興課水田農業班 043-223-2891

東京都 東京都農業再生協議会(事務局：JA東京中央会)

神奈川県 神奈川県環境農政局農政部農業振興課 045-210-4427

山梨県 山梨県花き農水産課 055-223-1610

1227-532-620課術技業農県野長県野長

静岡県 静岡県茶業農産課、各市町、各ＪＡ

８


